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処理の対象とする災害廃棄物の種類は、以下に示す廃棄物のうち、可燃廃棄物とする。不燃廃棄物、津波堆積物及び特別管理廃棄物等については処理の対象としない（福島県内の災害廃棄物は処理の　対象とされていない。）。
ただし、被災地の事情により止むを得ないときは、可燃廃棄物と不燃廃棄物が混合した混合廃棄物も対象に含めることとする。
ア　可燃廃棄物：木くず、紙くず、繊維くず、廃プラスチック等可燃性のもの
イ　不燃廃棄物：コンクリートがら、金属等不燃性のもの
ウ　混合廃棄物：アとイが混合しているもの
エ　津波堆積物：津波によって発生した汚泥・土砂類
オ　特別管理廃棄物等：廃石綿等、PCB廃棄物、感染性廃棄物など特別管理廃棄物及び石綿含有廃棄物に該当するもの


〔趣　旨〕
災害廃棄物の受入れにあたっては、処理の対象とする廃棄物を明確にすることで、安定的な処理が可能となります。本指針では、処理の対象とする廃棄物を「可燃廃棄物」としますが、被災地の事情により止むを得ない場合は、「可燃廃棄物」と「不燃廃棄物」が混合した「混合廃棄物」も対象とします。なお、不燃廃棄物、津波堆積物、並びに特別管理廃棄物等については受入れしないこととします。
〔解　説〕
１　「可燃廃棄物」とは
本指針の「可燃廃棄物」とは、「可燃物」又は「柱材・角材」のことをいいます。
なお、「可燃物」とは、可燃系混合物（小粒コンクリート片や粉々になった壁材等と木片・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等が細かく混じり合ったもののうち、木材が多く、おおむね可燃性のもの）を被災地の二次仮置場に設置された選別・破砕施設により、不燃物（コンクリート片や金属くずなど）を可能な限り取り除いたものをいいます。
２　「不燃廃棄物」とは
「不燃廃棄物」とは、二次仮置場の選別・破砕施設で可燃系混合物から除去されたコンクリート片などの不燃物や、不燃系混合物（小粒コンクリート片や粉々になった壁材等と木片・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等が細かく混じり合ったもののうち、コンクリート、土砂が多く、おおむね不燃性のもの）を被災地の二次仮置場に設置された選別・破砕施設で選別する際に発生するコンクリート片や金属くずなどの不燃物のことをいいます。
３　「混合廃棄物」とは
「混合廃棄物」とは、災害廃棄物のうち、被災地の事情により可燃廃棄物と不燃廃棄物を分別することができず、混合した状態のものをいいます。なお、混合廃棄物の中にPCB廃棄物や廃石綿等の特別管理廃棄物や石綿　　含有廃棄物が混合している場合には、その混合廃棄物は「特別管理廃棄物等」とみなします。
４　「津波堆積物」とは
「津波堆積物」とは、東日本大震災の津波により、陸上に大量に堆積した水底土砂が主成分の土砂や泥状物のことをいいます。油類を含む土砂等もこれに該当します。
５　「特別管理廃棄物等」とは
廃石綿等、PCB廃棄物、感染性廃棄物など特別管理廃棄物（特別管理産業廃棄物又は特別管理一般廃棄物）及び石綿含有産業廃棄物に該当するものをいいます。
なお、廃石綿等やPCB廃棄物等が付着した廃棄物、又は付着のおそれのある廃棄物が確認された場合には、それらの廃棄物も同様の扱いとします。

＜参考＞
· 「廃石綿等」とは
被災地において、吹付け石綿などアスベストが飛散しやすい建築材（飛散性アスベスト）が使用されていた建築物等が、震災により倒壊したために発生したアスベストそのものやアスベストが付着した廃棄物、または震災により損傷を受けた建物を解体する際に除去した飛散性アスベストを「廃石綿等」とします。
　なお、飛散性アスベストとは、大気汚染防止法で定める特定粉じん排出等作業の対象となるアスベストのことであり、具体的には、吹付け石綿のほか、アスベストを含有する保温材、耐火被覆材及び断熱材などのことをいいます。

＜飛散性アスベストの代表例＞
　（1）　吹付け石綿
吹付け石綿は、石綿にセメント等の結合材と水を加え混合し、吹付け機を用いて吹付けたもので、施工現場において吹付け施工されたものである。
　　　なお、0.１パーセントを超える石綿を含む石綿含有吹付けロックウール、吹付けひる石（吹付けバーミキュライト）、　　パーライト吹付け、発泡ケイ酸ソーダ吹付け石綿等を含んでいる。
　
（2）　石綿含有保温材、石綿含有耐火被覆材及び石綿含有断熱材
配管等の保温及び断熱や燃焼部周辺の耐火の用途に使用されているものである。その形態としては、次のものがある。工場において製造されたものをそのまま取り付けて使用しているものから、施工現場において吹付け施工されたものまで、様々な形態のものを含んでいる。
・板状保温材（断熱材）　　　　　・筒状保温材（断熱材）　　　　　・ひも状保温材（断熱材）　
・ふとん状保温材（断熱材）　　　・水練り保温材（断熱材）　　　　・吹付け保温材（断熱材）
・耐火被覆板（ケイ酸カルシウム第２種を含む。）
· 「PCB廃棄物」とは
災害廃棄物の中には、有害物質であるPCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む機器（トランス、コンデンサ等）が混入して　　いるおそれがあります。
トランスやコンデンサ等の機器のうち、PCBが含有していることが銘板等で明確なものや、PCBの含有の有無の判断がつかないもの、あるいはPCBが飛散・流出したことによりPCBが付着しているおそれのあるものを「PCB廃棄物」とします。
· 「感染性廃棄物」とは
感染性廃棄物とは、医療機関等から発生し、人が感染し、又は感染するおそれのある病原体が含まれ、若しくは付着　している廃棄物又はこれらのおそれのある廃棄物をいいます。
感染性廃棄物には、病院等の事業活動に伴い生じた「感染性産業廃棄物」と、一般家庭で使用したものなどの「感染性一般廃棄物」が存在しますが、これらを併せて感染性廃棄物といいます。
具体的には、次のようなものが挙げられます。


　＜感染性廃棄物の具体例＞
　○血液、血清、血漿及び体液（精液を含む）
　○病理廃棄物（臓器、組織、皮膚等）
　○病原微生物に関連した試験、検査等に用いられたもの
　○血液等が付着している鋭利なもの（破損したガラスくず等を含む）
· 「石綿含有廃棄物」とは
被災地において、石綿含有スレート板など通常の状態であれば飛散しにくいものの、破砕すればアスベストが飛散　　するおそれのある建築材（非飛散性アスベスト）が使用されていた建築物等が、震災により倒壊したため発生した非飛散性アスベスト、または震災により損傷を受けた建物を解体する際に除去した非飛散性アスベストを「石綿含有廃棄物」とします。
なお、非飛散性アスベストとは、大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第16条の2第3項で定める石綿含有成形板に該当するものをいい、具体的には石綿含有スレート板やビニル床タイルなどが挙げられます。
６ 「被災地の事情により止むを得ないとき」とは
被災地では災害廃棄物の処理にあたり、二次仮置場で選別・破砕施設による処理が行われるため、基本的には被災地において可燃廃棄物と不燃廃棄物に分別されることとなりますが、廃棄物の性状等により、可燃廃棄物に不燃廃棄物が混入することが想定されます。
また、被災地で膨大な量の災害廃棄物が保管されている仮置場で続けざまに火災が発生※しており、緊急に　粗選別のみで搬出される場合も、「被災地の事情により止むを得ないとき」とします。

＜※参考　環境省ホームページ　東日本大震災への対応について＞
　　http://www.env.go.jp/jishin/index.html

〔運　用〕
本府に受入れした災害廃棄物は選別・仕分けし、焼却することを原則としますので、受入れ対象とする災害　　廃棄物は「可燃廃棄物」とすることを原則とします。
しかし、被災地の一次仮置場で仮置きしている災害廃棄物を混合状態で緊急に搬出しなければならない場合など、被災地の事情により止むを得ない場合には、可燃廃棄物と不燃廃棄物が混合した状態の「混合廃棄物」も受入することとしますが、その他の災害廃棄物については受入れしません。
なお、本府以外の者が災害廃棄物の受託者となる場合については、受け入れる災害廃棄物について、あらかじめ被災県を含めて府と協議することとします。
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